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C-MAS会の皆様へ　　旬刊 お役立ち情報満載！   　　　　　　　　2012年5月１日号








介護事業者様の成長と発展をサポートする


�


企画：編集 　 介護事業経営研究会東京豊島事務局　  URL: http://c-mas.net/  e-Mail:info@jkeiei.co.jp


東京都豊島区東池袋1-32-7　三井生命池袋ビル７F　BMS会計事務所内　　TEL 03-5928-1945　FAX 03-5928-1946











４月２２日（金）　「実地指導の事例から学ぶポイントセミナー」


講師：小濱　道博　　　会場：アットビジネスセンター池袋駅前本館


受講費：C-MAS会ご登録事業書様　通常3,000円のところ、特別ご優待　1,000円


ご希望の方は、電話０３－５９２８－１９４５　担当：加藤・板垣まで





当会主催


セミナーの


ご案内





意見募集【居宅サービス等の基準への意見】





地域主権一括法において、居宅（介護予防）サービスの人員・設備及び運営に関する基準は、都道府県の条例で定めることになりました。このため都では、平成２４年度中に居宅（介護予防）サービスの基準の条例を制定することになります。


条例制定にあたり、現在の居宅サービス等の人員・設備・運営基準に関するご意見をお聞かせください。


【ご意見募集の期間 平成２４年４月２０日（金曜日）～平成２４年５月１１日（金曜日）】


＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊


★意見募集・提出方法について PDF ： 204KB


★基準の条例化について（概要のご説明） PDF ： 255KB


★現行の基準


・「指定居宅サービスの人員、設備及び運営に関する基準


（平成11 年厚生省令３７） Word ： 407KB


・「指定介護予防サービスの人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生省令35） Word ：501KB


★ご意見の様式 Word ： 65KB


「★」のデータは


http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/ikenbosyu/index.html 又は「東京都介護サービス情報」で検索し、そのサイトからダウロードできます。


＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊


様式に必要事項を記入してFAX で送付していただくか、様式を使用しない場合は、１,件名 ２,氏名（法人名） ３,住所（所在地） ４,職業 ５,ご意見 を記載の上、下記のとおりお送りください。


（送付先）


東京都福祉保健局高齢社会対策部介護保険課介護事業者


係 宛


（送付方法）


・郵送の場合


〒１６３－８００１ 新宿区西新宿２－８－１ 東京都庁第一本庁


舎２４階北側


・ファックスの場合


０３－５３８８－１４２５


・電子メールの場合 S0000615@section.metro.tokyo.jp


（最初の「S」の後は、数字の「ゼロ」が４つ続きます。必ずメール


の件名に「条例意見」と記載して下さい。）


お問い合わせ


このページの担当は 高齢社会対策部 介護保険課 介護事


業者係 です。


【東京都福祉保健局サイトから抜粋】





24 年度改正法成立、消費増税関連法案も国会へ





高額の給与所得者への課税強化、環境税の創設やエ


コカー減税の延長などを盛り込んだ平成24 年度税制


改正関連法が3 月30 日参院本会議で可決、成立しま


した。また同日、政府は消費税率引き上げを柱とする


消費増税関連法案を閣議決定し国会へ提出しました。


平成24 年度税制改正関連法には、まず新成長戦略


実現に向けた税制措置として、


◆自動車重量税の「当分の間税率」に係る税負担を


軽減するとともに、エコカー減税について、特に


環境性能に優れた自動車に対する軽減措置を拡


充したうえで、適用期限を3 年延長


◆研究開発税制の増加額等に係る税額控除制度の


適用期限を2 年延長


◆環境関連投資促進税制の拡充、中小企業投資促進


税制の対象資産を拡充したうえで適用期限を2 年


延長などがあります。


平成23 年度改正における積み残し事項への対応と


しては、高額の給与所得者への課税強化、課税の適正


化等の観点から、給与所得が1,500 万円を超える場合


の給与所得控除額については、245 万円の上限を設定


するほか、勤続年数5 年以下の法人役員等の退職金に


ついて、2 分の1 課税を廃止します。また、地球温暖


化対策のための税、いわゆる環境税を創設し、税率引


き上げを平成24 年10 月から足かけ5 年にわたり、三


段階で実施するとしています。


一方、消費増税関連法案については、消費税率を平


成26 年4 月に8％、平成27 年10 月に10％に引き上


げるとともに、消費増税で低所得層の負担感が強まる


ことに配慮して、高所得層への課税を強化します。所


得税では、課税所得5,000 万円超に45％の最高税率を


適用し、相続税では、定額控除について基礎控除を


5,000 万円から3,000 万円に、法定相続人1 人当たり


の控除を1,000 万円から600 万円に、それぞれ縮小し


ます。





◆介護事業経営に関する無料相談随時受付中！


電話　０３－５９２８－１９４５　板垣まで








